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平成 14 年 12 月期 

 
個別中間財務諸表の概要  

 
平成 14 年８月９日 

会 社 名 株 式 会 社      P A L T E K   登録銘柄 

コ ー ド 番 号 ７５８７   本社所在都道府県 神奈川県 

（URL  http://www.paltek.co.jp ）     

本 社 所 在 地 神奈川県横浜市港北区新横浜二丁目３番地 12  

問い合わせ先 責 任 者 役職名 取締役ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙｻｰﾋﾞｽﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝｾﾞﾈﾗﾙﾏﾈｰｼﾞｬｰ兼環境担当 
 氏 名 三 浦 幸 雄  TEL （０４５）４７７－２０００ 

決算取締役会開催日 平 成 14 年 ８ 月 ９日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平 成  － 年 － 月 － 日 単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株） 

 

１．14 年６月中間期の業績（平成 14 年１月１日～平成 14 年６月 30 日） 
（１）経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高       営 業 利 益       経 常 利 益       
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
14 年６月中間期 4,794 （ △41.3 ) 384 （ △58.2 ) 482 （ △43.0 ) 
13 年６月中間期 8,171 （ 12.3 ) 919 （ △14.6 ) 846 （ △25.8 ) 
13 年 12 月期 13,624   1,249   1,151   
 

 中間（当期）純利益 
１ 株 当 た り 
中間（当期）純利益 

 百万円 ％ 円 銭 
14 年６月中間期 185 （ △62.8 ) 15 69  
13 年６月中間期 500 （ △28.1 ) 42 26  
13 年 12 月期 △163   △13 78    
（注） １. 期中平均株式数 14 年６月中間期 11,837,843 株 13 年６月中間期 11,839,399 株 13 年 12 月期 11,839,037 株 
 ２. 会計処理の方法の変更 無   
 ３. 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（２）配当状況  

 
１株当たり      
中間配当金       

１株当たり       
年間配当金       

 

 円 銭  円 銭   
14 年６月中間期 0 00  ―   
13 年６月中間期 0 00  ―   

13 年 12 月期 ―  10 00   
 
（３）財政状態  

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円 銭  
14 年６月中間期 10,098  7,602  75.3  642 25  
13 年６月中間期 12,690  8,216  64.7  694 01  

13 年 12 月期 10,357  7,542  72.8  637 16   
（注） １．期末発行済株式数 14 年６月中間期 11,837,126 株 13年６月中間期 11,839,321 株 13 年 12 月期 11,838,466 株 

 ２．期末自己株式数 14 年６月中間期 2,273 株 13年６月中間期 78 株 13 年 12 月期 933 株 
 
２．14 年 12 月期の業績予想（平成 14 年１月１日～平成 14 年 12 月 31 日） 

１株当たり年間配当金            
 売 上 高      経 常 利 益       当 期 純 利 益       

期 末      
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 
通 期     14,000  849  398  10 00  10 00  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 33円 62 銭  
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６.個別中間財務諸表等 

（１）中間財務諸表 

①中間貸借対照表 

（単位：千円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前 事 業 年 度 の 
要約貸借対照表 

(平成 13 年６月 30 日現在) (平成 14 年６月 30 日現在) (平成13年12月31日現在) 

期 別   
 
科 目 

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 
       

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産         

1. 現 金 及 び 預 金  1,751,930  1,750,734  1,323,375  

2. 受 取 手 形 ※4 1,852,836  593,466  911,163  

3. 売 掛 金   2,707,846  2,060,353  2,264,511  

4. た な 卸 資 産   2,987,220  2,767,503  2,513,431  

5. 繰 延 税 金 資 産  －  696,921  259,554  

6. そ の 他 ※2 341,395  222,146  515,903  

7. 貸 倒 引 当 金   △449  △2,201  △2,924  

 流 動 資 産 合 計   9,640,780 76.0 8,088,924 80.1 7,785,015 75.2 
Ⅱ 固 定 資 産         

1. 有 形 固 定 資 産 ※1 315,455 2.5 269,652 2.7 279,164 2.7 

2. 無 形 固 定 資 産  245,914 1.9 227,524 2.2 256,603 2.5 

3. 投 資 そ の 他 の 資 産         

(1) 投 資 有 価 証 券  2,019,341  1,058,716  1,154,302  

(2) そ の 他  469,213  506,860  896,276  

(3) 貸 倒 引 当 金   △227  △53,302  △13,518  

 投資その他の資産合計   2,488,327 19.6 1,512,274 15.0 2,037,060 19.6 

 固 定 資 産 合 計   3,049,697 24.0 2,009,451 19.9 2,572,828 24.8 

 資 産 合 計   12,690,478 100.0 10,098,375 100.0 10,357,844 100.0 
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（単位：千円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前 事 業 年 度 の 
要約貸借対照表 

(平成 13 年６月 30 日現在) (平成 14 年６月 30 日現在) (平成13年12月31日現在) 

期 別   
 
科 目 

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 
          

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債         

1. 買 掛 金  979,501  593,551  758,400  

2. 短 期 借 入 金   2,450,000  1,150,000  1,150,000  

3. 未 払 法 人 税 等   416,000  196,000  3,045  

4. 賞 与 引 当 金   46,463  34,619  25,192  

5. 関係会社事業損失引当金   －  －  403,745  

6. そ の 他   347,468  293,898  232,080  

 流 動 負 債 合 計   4,239,433 33.4 2,268,069 22.4 2,572,463 24.8 

Ⅱ 固 定 負 債         

1. 退 職 給 付 引 当 金   10,249  －  －  

2. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金   178,769  188,977  183,712  

3. そ の 他   45,357  38,967  58,684  

 固 定 負 債 合 計   234,375 1.9 227,944 2.3 242,397 2.4 

 負 債 合 計   4,473,809 35.3 2,496,014 24.7 2,814,861 27.2 

          

（ 資 本 の 部 ）        

Ⅰ 資 本 金   1,335,487 10.5 1,335,487 13.2 1,335,487 12.9 

Ⅱ 資 本 準 備 金   1,674,375 13.2 1,674,375 16.6 1,674,375 16.2 

Ⅲ 利 益 準 備 金   46,100 0.4 46,100 0.5 46,100 0.4 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金         

1. 任 意 積 立 金   4,343,036 34.2 4,318,560 42.7 4,343,036 41.9 

2. 中間（当期）未処分利益   811,750 6.4 240,107 2.4 148,296 1.4 

 そ の 他 の 剰 余 金 合 計   5,154,786 40.6 4,558,667 45.1 4,491,332 43.3 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   5,918 0.0 △10,613 △0.1 △3,577 △0.0 

Ⅵ 自 己 株 式   － － △1,655 △0.0 △734 △0.0 

 資 本 合 計   8,216,668 64.7 7,602,361 75.3 7,542,983 72.8 

 負 債 ・ 資 本 合 計   12,690,478 100.0 10,098,375 100.0 10,357,844 100.0 
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②中間損益計算書 

（単位：千円） 

前中間会計期間 当中間会計期間 
前 事 業 年 度 の 
要約損益計算書 

自 平成13年１月１日 

至 平成13年６月30日 

自 平成14年１月１日 

至 平成14年６月30日 

自 平成13年１月１日 

至 平成13年12月31日 

期 別   
 
科 目 

金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 

  ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高   8,171,391 100.0 4,794,667 100.0 13,624,685 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価   5,935,121 72.6 3,261,344 68.0 9,852,062 72.3 

 売 上 総 利 益   2,236,269 27.4 1,533,323 32.0 3,772,623 27.7 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費   1,316,632 16.1 1,148,563 24.0 2,523,032 18.5 

 営 業 利 益   919,636 11.3 384,759 8.0 1,249,590 9.2 

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※1 18,219 0.2 170,979 3.6 36,428 0.3 

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※2 91,013 1.1 72,952 1.5 134,029 1.0 

 経 常 利 益   846,842 10.4 482,787 10.1 1,151,989 8.5 

Ⅵ 特 別 利 益  34,881 0.4 1,560 0.0 19,000 0.1 

Ⅶ 特 別 損 失 ※3 6,300 0.1 153,755 3.2 1,436,343 10.5 

 
税 引 前 中 間 純 利 益 又 は 
当 期 純 損 失 （ △ ）   875,422 10.7 330,592 6.9 △265,353 △1.9 

 法人税、住民税及び事業税   414,453 5.1 196,023 4.1 474,038 3.5 

 法 人 税 等 調 整 額   △39,316 △0.5 △51,151 △1.0 △576,223 △4.2 

 中 間 純 利 益 又 は 当 期 純 損 失 （ △ ）   500,285 6.1 185,720 3.8 △163,168 △1.2 

 前 期 繰 越 利 益   311,464  54,387  311,464  

 中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益   811,750  240,107  148,296  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

期 別 

 

項 目 

前中間会計期間 

自 平成13年１月１日 

至 平成13年６月30日 

当中間会計期間 

自 平成14年１月１日 

至 平成14年６月30日 

前 事 業 年 度 

自 平成13年１月１日 

至 平成13年12月31日 

(1) 有価証券 (1) 有価証券 (1) 有価証券 
① その他有価証券 ① その他有価証券 ① その他の有価証券 

１. 資産の評価基準及び
評価方法 

  時価のあるもの   時価のあるもの   時価のあるもの 
 

 

中間決算日の市場価格等
に基づく時価法（評価差
額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移
動平均法により算定） 

 同 左  決算日の市場価格等に基
づく時価法（評価差額は
全部資本直入法により処
理し、売却原価は移動平
均法により算定） 

 時価のないもの  時価のないもの  時価のないもの 
 移動平均法による原価法  同 左  同 左 
② 子会社株式及び関連会社
株式 

② 子会社株式及び関連会社
株式 

② 子会社株式及び関連会社
株式 

  移動平均法による原価法  同 左  同 左 
(2) デリバティブ (2) デリバティブ (2) デリバティブ 
 原則として時価法  同 左  同 左 
(3) たな卸資産 (3) たな卸資産 (3) たな卸資産 
① 商品 ① 商品 ① 商品 
 移動平均法による原価法  同 左  同 左 
② 貯蔵品 ② 貯蔵品 ② 貯蔵品 

 

 最終仕入原価法  同 左  同 左 
(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 ２. 固定資産の減価償却

の方法  定率法（ただし、平成
10年４月１日以降に取得
した建物（附属設備を除
く）については定額法） 
主な耐用年数は、建物10
年～45年、工具器具備品
５年～15年であります。 

 同 左  同 左 

  (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 
   定額法 

主な耐用年数は、自社
利用のソフトウエア５年
であります。 

 同 左  同 左 

(1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 ３. 引当金の計上基準 
 債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個
別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計
上しております。 
 

 同 左  同 左 
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期 別 

 

項 目 

前中間会計期間 

自 平成13年１月１日 

至 平成13年６月30日 

当中間会計期間 

自 平成14年１月１日 

至 平成14年６月30日 

前 事 業 年 度 

自 平成13年１月１日 

至 平成13年12月31日 

  (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 
   従業員の賞与の支給に

備えて、賞与支給見込額
の当中間会計期間負担額
を計上しております。 

 同 左  従業員の賞与の支給に
備えるため、支給見込額
に基づき計上しておりま
す。 

  (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期
間末における退職給付債
務及び年金資産の見込額
に基づき計上しておりま
す。 
なお、会計基準変更時
差異（6,300千円）につい
ては、当中間会計期間に
特別損失処理しておりま
す。 

 従業員の退職給付に備
えるため、当中間会計期
間末における退職給付債
務の見込額及び年金資産
残高に基づき計上してお
ります。 
但し、当中間会計期間
末においては年金資産額
が退職給付債務額を超過
しているため、前払年金
費用（4,545千円）として
投資その他の資産の「そ
の他」に含めて処理して
おります。 

 従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務の
見込額及び年金資産残高
に基づき計上しておりま
す。 
但し、当事業年度末に
おいては年金資産額が退
職給付債務額を超過して
いるため、前払年金費用
（4,152千円）として投資
その他の資産の「その他」
に含めて処理しておりま
す。 
なお、会計基準変更時
差異（6,300千円）につい
ては、当事業年度に特別
損失処理しております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 
   役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に
基づく中間会計期間末要
支給額を計上しておりま
す。 

 同 左  役員の退職慰労金の支
給に備えるため、内規に
基づく期末要支給額を計
上しております。 

  (5)  (5)  (5) 関係会社事業損失引当金 
         関係会社の事業損失に

備えるため、関係会社に
対する投資額を超えて負
担することとなる損失見
込み額を計上しておりま
す。 

４. 外貨建の資産又は負
債の本邦通貨への換
算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間
決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。 
なお、為替予約の振当処理の
対象となっている外貨建金銭
債務は、当該為替予約の円貨額
に換算しております。 
 

同 左 外貨建金銭債権債務は、期末
日の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。 
なお、為替予約の振当処理の
対象となっている外貨建金銭
債務は、当該為替予約の円貨額
に換算しております。 
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期 別 

 

項 目 

前中間会計期間 

自 平成13年１月１日 

至 平成13年６月30日 

当中間会計期間 

自 平成14年１月１日 

至 平成14年６月30日 

前 事 業 年 度 

自 平成13年１月１日 

至 平成13年12月31日 

５． リース取引の処理方
法 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処
理によっております。 

同 左 同 左 

(1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理によっ
ております。 
但し、外貨建金銭債務
をヘッジ対象とする為替
予約については振当処理
によっております。 

 同 左  同 左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

６． ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ手段 ヘッジ手段  ヘッジ手段 
    為替予約取引 同 左  同 左 
   ヘッジ対象 ヘッジ対象  ヘッジ対象 
    外貨建金銭債務及び外

貨建予定取引 

 

同 左  同 左 

  (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 
   輸入計画策定時に取締

役会においてヘッジ手段
を決議しております。 

 同 左  同 左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 
   ヘッジ対象のキャッシ

ュ・フローの変動の累計
とヘッジ手段のキャッシ
ュ・フローの変動の累計
を半期毎に比較し、両者
の変動額等を基礎にし
て、ヘッジ有効性を判断
しております。 

 同 左  同 左 

(1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理 ７． その他中間財務諸表
（財務諸表）作成の
ための基本となる重
要な事項 

 消費税等の会計処理は
税抜方式によっておりま
す。 

 同 左  同 左 

(2) (2) (2)     
 
納付税額及び法人税等調
整額  

納付税額及び法人税等調
整額    

   当事業年度において予
定している利益処分によ
る準備金の取崩を前提と
して、当中間会計期間に
係る金額を計算しており
ます。 
 

 同 左    
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表示方法の変更 
前中間会計期間 

自 平成13年１月１日 

至 平成13年６月30日 

当中間会計期間 

自 平成14年１月１日 

至 平成14年６月30日 

 （中間貸借対照表）  

 

 
流動資産の「繰延税金資産」は、前中間会計期間末は、流
動資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間
会計期間末において資産の総額の100分の５を超えたため区
分掲記しました。 
なお、前中間会計期間末の流動資産の「繰延税金資産」は
121,573千円であります。 
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追加情報 
前中間会計期間 

自 平成13年１月１日 

至 平成13年６月30日 

当中間会計期間 

自 平成14年１月１日 

至 平成14年６月30日 

前 事 業 年 度 

自 平成13年１月１日 

至 平成13年12月31日 

（退職給付会計）  （退職給付会計） 
当中間会計期間から退職給付に係る
会計基準（「退職給付に係る会計基準の
設定に関する意見書」（企業会計審議会 
平成10年６月16日））を適用しておりま
す。この結果、従来の方法によった場合
と比較して、退職給付費用が10,249千円
増加し、経常利益は3,948千円減少、税
引前中間純利益は10,249千円減少して
おります。 

   当事業年度から退職給付に係る会計
基準（「退職給付に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会 平
成10年６月16日））を適用しております。
この結果、従来の方法によった場合と比
較して、退職給付費用が4,152千円減少
し、経常利益は10,453千円増加し、税引
前当期純損失は4,152千円減少しており
ます。 

（金融商品会計）  （金融商品会計） 
当中間会計期間から金融商品に係る
会計基準（「金融商品に係る会計基準の
設定に関する意見書」（企業会計審議会 
平成11年１月22日））を適用しておりま
す。この結果、従来の方法によった場合
と比較して、特別利益が22,591千円増加
し、税引前中間純利益は同額増加してお
ります。 
なお、期首時点で保有する有価証券の
保有目的を検討し、その他有価証券は投
資有価証券として表示しております。そ
の結果、流動資産の有価証券は172,969
千円減少し、投資有価証券は同額増加し
ております。 
また、前事業年度まで計上していた
「投資損失引当金」は、その全額を取崩
し、取崩益を「投資有価証券」と相殺し
ております。 

   当事業年度から金融商品に係る会計
基準（「金融商品に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会 平
成11年１月22日））を適用しております。
この結果、従来の方法によった場合と比
較して、税引前当期純損失は13,599千円
減少しております。 
なお、期首時点で保有する有価証券の
保有目的を検討し、その他有価証券は投
資有価証券として表示しております。そ
の結果、流動資産の有価証券は172,969
千円減少し、投資有価証券は同額増加し
ております。 
また、前事業年度まで計上していた
「投資損失引当金」は、その全額を取崩
し、「関係会社株式」と相殺しておりま
す。 

（外貨建取引等会計基準）  （外貨建取引等会計基準） 
当中間会計期間から改訂後の外貨建
取引等会計処理基準（「外貨建取引等会
計処理基準の改訂に関する意見書」（企
業会計審議会 平成11年10月22日））を
適用しております。この変更による損益
への影響はありません。 

   当事業年度から改訂後の外貨建取引
等会計処理基準（「外貨建取引等会計処
理基準の改訂に関する意見書」（企業会
計審議会 平成11年10月22日））を適用
しております。この変更による損益への
影響はありません。 

 （自己株式） （自己株式） 
   前中間会計期間まで流動資産に掲記

しておりました「自己株式」（前中間会
計期間末 127千円）は、財務諸表等規則
の改正により当中間会計期間より資本
に対する控除科目として資本の部の末
部に表示しております。 
 

前事業年度まで流動資産に掲記して
おりました「自己株式」（前事業年度末 
384千円）は、財務諸表等規則の改正に
より当事業年度より資本に対する控除
科目として資本の部の末部に表示して
おります。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

（平成13年６月30日現在） 

当中間会計期間末 

（平成14年６月30日現在） 

前 事 業 年 度 

（平成13年12月31日現在） 

※１. 有形固定資産の減価償却累計額 ※１. 有形固定資産の減価償却累計額 ※１. 有形固定資産の減価償却累計額 
  258,154千円 300,427千円 295,742千円 
※２. 消費税等の取扱い ※２. 消費税等の取扱い ※２.  
 仮受消費税等及び仮払消費税等
は、相殺の上、相殺後の金額を流
動資産の「その他」に含めて表示
しております。 

同 左    

３. 偶発債務 ３. 偶発債務 ３. 偶発債務 
 (1) 関係会社の金融機関からの

借入金等に対する保証 
 (1) 関係会社の金融機関からの

借入金等に対する保証 
 (1) 関係会社の金融機関からの

借入金に対する保証 
  アルファ電子株式会社   アルファ電子株式会社   アルファ電子株式会社 
  306,789千円   286,168千円   329,803千円 
 (2) 関係会社の仕入債務に対す

る保証 
 (2) 関係会社の仕入債務に対す

る保証 
 (2) 関係会社の仕入債務に対す

る保証 
  アルファ電子株式会社   アルファ電子株式会社   アルファ電子株式会社 
  104,672千円   170,858千円   116,913千円 
     なお、上記金額は保証債務総額

から関係会社事業損失引当金に含
めて負債計上した金額299,224千
円を控除した残額であります。 

 (3) 
  

関係会社の家賃支払債務に
対する保証 

      

   ｼｸﾞﾈｯﾄﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ社       
   54,375千円（保証極度額）       

※４. 中間期末日満期手形 ※４. 中間期末日満期手形 ※４.  
 中間期末日満期手形の会計処理
については、手形交換日をもって
決済処理をしております。なお、
当中間会計期間の末日が金融機関
の休日であったため、次の中間期
末日満期手形が中間期末残高に含
まれております。 

同 左    

 受取手形 245,087千円  受取手形 79,927千円    
５．株式分割 ５． ５．株式分割 
 (1) 日付：平成13年２月20日      (1) 日付：平成13年２月20日 
 (2) 分割比率：１：1.2     (2) 分割比率：１：1.2 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

自 平成13年１月１日 

至 平成13年６月30日 

当中間会計期間 

自 平成14年１月１日 

至 平成14年６月30日 

前 事 業 年 度 

自 平成13年１月１日 

至 平成13年12月31日 

※１. 営業外収益のうち主要なもの ※１. 営業外収益のうち主要なもの ※１. 営業外収益のうち主要なもの 
 受取利息 245千円  受取利息 386千円  受取利息 1,490千円 
 投資有価証券売却
益 

13,444千円  為替差益 157,449千円    

※２. 営業外費用のうち主要なもの ※２. 営業外費用のうち主要なもの ※２. 営業外費用のうち主要なもの 
 支払利息 30,619千円  支払利息 8,446千円 支払利息 51,324千円 
 為替差損 42,870千円  貸倒引当金繰入額 53,302千円 

 
為替差損 56,763千円 

※３.  ※３. 特別損失のうち主要なもの ※３. 特別損失のうち主要なもの 
     関係会社清算損 149,310千円  関係会社株式評

価損 
986,377千円 

        関係会社事業損
失引当金繰入額 

403,745千円 

４. 減価償却実施額 ４. 減価償却実施額 ４. 減価償却実施額 
 有形固定資産 36,669千円  有形固定資産 28,177千円  有形固定資産 74,258千円 
 無形固定資産 31,030千円  無形固定資産 38,391千円  無形固定資産 68,652千円 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 

自 平成13年１月１日 

至 平成13年６月30日 

当中間会計期間 

自 平成14年１月１日 

至 平成14年６月30日 

前 事 業 年 度 

自 平成13年１月１日 

至 平成13年12月31日 

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残
高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残
高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び期末残高相
当額 

  
取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残 高 

相 当 額 

   取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残 高 

相 当 額 

   取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末 

残 高 

相 当 額 

 

  千円 千円 千円    千円 千円 千円    千円 千円 千円  
                 
 
工具器 

具備品 6,400 6,293 106   ｿﾌﾄｳｴｱ 560,391 210,103 350,287   ｿﾌﾄｳｴｱ 541,791 154,064 387,726  

 ｿﾌﾄｳｴｱ 541,791 99,885 441,905   合計 560,391 210,103 350,287   合計 541,791 154,064 387,726  
 合計 548,191 106,178 442,012              

                  
(2) 未経過リース料中間期末残高相当
額 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当
額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 106,381千円   １ 年 内 111,780千円   １ 年 内 107,216千円  
 １ 年 超 339,236千円   １ 年 超 244,284千円   １ 年 超 285,388千円  
 合 計 445,618千円   合 計 356,065千円   合 計 392,605千円  
         
(3) 支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 

 支払リース料 55,906千円   支払リース料 58,643千円   支払リース料 112,706千円  
 減価償却費相当額 53,381千円   減価償却費相当額 56,039千円   減価償却費相当額 107,667千円  
 支払利息相当額 4,154千円  

 
 支払利息相当額 3,503千円   支払利息相当額 7,942千円  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法によ
っております。 

同 左 同 左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法
については、利息法によってお
ります。 

同 左 同 左 

   

 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成 13 年６月 30 日）、当中間会計期間末（平成 14 年６月 30 日）及び前事業年度末（平成 13

年 12 月 31 日）のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 


